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教育基本法 平成十八年十二月二十二日法律第百二十号

　我々日本国民は，たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な国家を更に発展させるとともに，

世界の平和と人類の福祉の向上に貢献することを願うものである。

　我々は，この理想を実現するため，個人の尊厳を重んじ，真理と正義を希求し，公共の精神を尊び，豊

かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとともに，伝統を継承し，新しい文化の創造を目指す教

育を推進する。

　ここに，我々は，日本国憲法の精神にのっとり，我が国の未来を切り拓
ひら

く教育の基本を確立し，その振

興を図るため，この法律を制定する。

第一章　教育の目的及び理念

　（教育の目的）

第一条　教育は，人格の完成を目指し，平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた

心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。

　（教育の目標）

第二条　教育は，その目的を実現するため，学問の自由を尊重しつつ，次に掲げる目標を達成するよう行

われるものとする。

一　幅広い知識と教養を身に付け，真理を求める態度を養い，豊かな情操と道徳心を培うとともに，健

やかな身体を養うこと。

二　個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造性を培い，自主及び自律の精神を養うとともに，

職業及び生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度を養うこと。

三　正義と責任，男女の平等，自他の敬愛と協力を重んずるとともに，公共の精神に基づき，主体的に

社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこと。

四　生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。

五　伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，国

際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

　（生涯学習の理念）

第三条　国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊かな人生を送ることができるよう，その生涯にわたって，

あらゆる機会に，あらゆる場所において学習することができ，その成果を適切に生かすことのできる社

会の実現が図られなければならない。

　（教育の機会均等）

第四条　すべて国民は，ひとしく，その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず，人種，

信条，性別，社会的身分，経済的地位又は門地によって，教育上差別されない。

２　国及び地方公共団体は，障害のある者が，その障害の状態に応じ，十分な教育を受けられるよう，教

育上必要な支援を講じなければならない。

３　国及び地方公共団体は，能力があるにもかかわらず，経済的理由によって修学が困難な者に対して，

奨学の措置を講じなければならない。
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第二章　教育の実施に関する基本

　（義務教育）

第五条　国民は，その保護する子に，別に法律で定めるところにより，普通教育を受けさせる義務を負う。

２　義務教育として行われる普通教育は，各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生き

る基礎を培い，また，国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うことを目的として

行われるものとする。

３　国及び地方公共団体は，義務教育の機会を保障し，その水準を確保するため，適切な役割分担及び相

互の協力の下，その実施に責任を負う。

４　国又は地方公共団体の設置する学校における義務教育については，授業料を徴収しない。

　（学校教育）

第六条　法律に定める学校は，公の性質を有するものであって，国，地方公共団体及び法律に定める法人

のみが，これを設置することができる。

２　前項の学校においては，教育の目標が達成されるよう，教育を受ける者の心身の発達に応じて，体系

的な教育が組織的に行われなければならない。この場合において，教育を受ける者が，学校生活を営む

上で必要な規律を重んずるとともに，自ら進んで学習に取り組む意欲を高めることを重視して行われ

なければならない。

　（大学）

第七条　大学は，学術の中心として，高い教養と専門的能力を培うとともに，深く真理を探究して新たな

知見を創造し，これらの成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄与するものとする。

２　大学については，自主性，自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければなら

ない。

　（私立学校）

第八条　私立学校の有する公の性質及び学校教育において果たす重要な役割にかんがみ，国及び地方公

共団体は，その自主性を尊重しつつ，助成その他の適当な方法によって私立学校教育の振興に努めなけ

ればならない。

　（教員）

第九条　法律に定める学校の教員は，自己の崇高な使命を深く自覚し，絶えず研究と修養に励み，その職

責の遂行に努めなければならない。

２　前項の教員については，その使命と職責の重要性にかんがみ，その身分は尊重され，待遇の適正が期

せられるとともに，養成と研修の充実が図られなければならない。

　（家庭教育）

第十条　父母その他の保護者は，子の教育について第一義的責任を有するものであって，生活のために必

要な習慣を身に付けさせるとともに，自立心を育成し，心身の調和のとれた発達を図るよう努めるもの

とする。

２　国及び地方公共団体は，家庭教育の自主性を尊重しつつ，保護者に対する学習の機会及び情報の提供

その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。

　（幼児期の教育）

第十一条　幼児期の教育は，生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんがみ，国及

び地方公共団体は，幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適当な方法によって，その振

興に努めなければならない。
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　（社会教育）

第十二条　個人の要望や社会の要請にこたえ，社会において行われる教育は，国及び地方公共団体によっ

て奨励されなければならない。

２　国及び地方公共団体は，図書館，博物館，公民館その他の社会教育施設の設置，学校の施設の利用，

学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めなければならない。

　（学校，家庭及び地域住民等の相互の連携協力）

第十三条　学校，家庭及び地域住民その他の関係者は，教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚すると

ともに，相互の連携及び協力に努めるものとする。

　（政治教育）

第十四条　良識ある公民として必要な政治的教養は，教育上尊重されなければならない。

２　法律に定める学校は，特定の政党を支持し，又はこれに反対するための政治教育その他政治的活動を

してはならない。

　（宗教教育）

第十五条　宗教に関する寛容の態度，宗教に関する一般的な教養及び宗教の社会生活における地位は，教

育上尊重されなければならない。

２　国及び地方公共団体が設置する学校は，特定の宗教のための宗教教育その他宗教的活動をしてはな

らない。

第三章　教育行政

　（教育行政）

第十六条　教育は，不当な支配に服することなく，この法律及び他の法律の定めるところにより行われる

べきものであり，教育行政は，国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の協力の下，公正かつ適

正に行われなければならない。

２　国は，全国的な教育の機会均等と教育水準の維持向上を図るため，教育に関する施策を総合的に策定

し，実施しなければならない。

３　地方公共団体は，その地域における教育の振興を図るため，その実情に応じた教育に関する施策を策

定し，実施しなければならない。

４　国及び地方公共団体は，教育が円滑かつ継続的に実施されるよう，必要な財政上の措置を講じなけれ

ばならない。

　（教育振興基本計画）

第十七条　政府は，教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，教育の振興に関する

施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について，基本的な計画を定め，これ

を国会に報告するとともに，公表しなければならない。

２　地方公共団体は，前項の計画を参酌し，その地域の実情に応じ，当該地方公共団体における教育の振

興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。

第四章　法令の制定

第十八条　この法律に規定する諸条項を実施するため，必要な法令が制定されなければならない。
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学校教育法（抄） 

第二章　義務教育

第二十一条　義務教育として行われる普通教育は，教育基本法（平成十八年法律第百二十号）第五条第二

項に規定する目的を実現するため，次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

一　学校内外における社会的活動を促進し，自主，自律及び協同の精神，規範意識，公正な判断力並びに

公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこと。

二　学校内外における自然体験活動を促進し，生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与す

る態度を養うこと。

三　我が国と郷土の現状と歴史について，正しい理解に導き，伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんで

きた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに，進んで外国の文化の理解を通じて，他国を尊重し，国

際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

四　家族と家庭の役割，生活に必要な衣，食，住，情報，産業その他の事項について基礎的な理解と技能

を養うこと。

五　読書に親しませ，生活に必要な国語を正しく理解し，使用する基礎的な能力を養うこと。

六　生活に必要な数量的な関係を正しく理解し，処理する基礎的な能力を養うこと。

七　生活にかかわる自然現象について，観察及び実験を通じて，科学的に理解し，処理する基礎的な能力

を養うこと。

八　健康，安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに，運動を通じて体力を養い，心身の調和

的発達を図ること。

九　生活を明るく豊かにする音楽，美術，文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を養うこと。

十　職業についての基礎的な知識と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択する

能力を養うこと。

第四章　小学校

第三十条　小学校における教育は，前条に規定する目的を実現するために必要な程度において第二十一

条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

②　前項の場合においては，生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，基礎的な知識及び技能を習得さ

せるとともに，これらを活用して課題を解決するために必要な思考力，判断力，表現力その他の能力を

はぐくみ，主体的に学習に取り組む態度を養うことに，特に意を用いなければならない。

第三十一条　小学校においては，前条第一項の規定による目標の達成に資するよう，教育指導を行うに当

たり，児童の体験的な学習活動，特にボランティア活動など社会奉仕体験活動，自然体験活動その他の

体験活動の充実に努めるものとする。この場合において，社会教育関係団体その他の関係団体及び関係

機関との連携に十分配慮しなければならない。

第五章　中学校

第四十五条　中学校は，小学校における教育の基礎の上に，心身の発達に応じて，義務教育として行われ

る普通教育を施すことを目的とする。

昭和二十二年三月三十一日法律第二十六号

一部改正：平成二十九年五月三十一日法律第四十一号
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第四十六条　中学校における教育は，前条に規定する目的を実現するため，第二十一条各号に掲げる目標

を達成するよう行われるものとする。

第四十七条　中学校の修業年限は，三年とする。

第四十八条　中学校の教育課程に関する事項は，第四十五条及び第四十六条の規定並びに次条において

読み替えて準用する第三十条第二項の規定に従い，文部科学大臣が定める。

第四十九条　第三十条第二項，第三十一条，第三十四条，第三十五条及び第三十七条から第四十四条まで

の規定は，中学校に準用する。この場合において，第三十条第二項中「前項」とあるのは「第四十六

条」と，第三十一条中「前条第一項」とあるのは「第四十六条」と読み替えるものとする。

第五章の二　義務教育学校

第四十九条の二　義務教育学校は，心身の発達に応じて，義務教育として行われる普通教育を基礎的なも

のから一貫して施すことを目的とする。

第四十九条の三　義務教育学校における教育は，前条に規定する目的を実現するため，第二十一条各号に

掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

第四十九条の四　義務教育学校の修業年限は，九年とする。

第四十九条の五　義務教育学校の課程は，これを前期六年の前期課程及び後期三年の後期課程に区分す

る。

第四十九条の六　義務教育学校の前期課程における教育は，第四十九条の二に規定する目的のうち，心身

の発達に応じて，義務教育として行われる普通教育のうち基礎的なものを施すことを実現するために

必要な程度において第二十一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

②　義務教育学校の後期課程における教育は，第四十九条の二に規定する目的のうち，前期課程における

教育の基礎の上に，心身の発達に応じて，義務教育として行われる普通教育を施すことを実現するた

め，第二十一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。

第四十九条の七　義務教育学校の前期課程及び後期課程の教育課程に関する事項は，第四十九条の二，第

四十九条の三及び前条の規定並びに次条において読み替えて準用する第三十条第二項の規定に従い，

文部科学大臣が定める。

第四十九条の八　第三十条第二項，第三十一条，第三十四条から第三十七条まで及び第四十二条から第四

十四条までの規定は，義務教育学校に準用する。この場合において，第三十条第二項中「前項」とある

のは「第四十九条の三」と，第三十一条中「前条第一項」とあるのは「第四十九条の三」と読み替える

ものとする。

第八章　特別支援教育

第八十一条　幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校及び中等教育学校においては，次項各号

のいずれかに該当する幼児，児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児，児童及び生徒に

対し，文部科学大臣の定めるところにより，障害による学習上又は生活上の困難を克服するための教育

を行うものとする。

②　小学校，中学校，義務教育学校，高等学校及び中等教育学校には，次の各号のいずれかに該当する児

童及び生徒のために，特別支援学級を置くことができる。

一　知的障害者

二　肢体不自由者
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三　身体虚弱者

四　弱視者

五　難聴者

六　その他障害のある者で，特別支援学級において教育を行うことが適当なもの

③　前項に規定する学校においては，疾病により療養中の児童及び生徒に対して，特別支援学級を設け，

又は教員を派遣して，教育を行うことができる。
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学校教育法施行規則（抄） 

第四章　小学校

第二節　教育課程

第五十条　小学校の教育課程は，国語，社会，算数，理科，生活，音楽，図画工作，家庭及び体育の各教

科（以下この節において「各教科」という。），道徳，外国語活動，総合的な学習の時間並びに特別活動

によつて編成するものとする。

２　私立の小学校の教育課程を編成する場合は，前項の規定にかかわらず，宗教を加えることができる。

この場合においては，宗教をもつて前項の道徳に代えることができる。

第五十一条　小学校（第五十二条の二第二項に規定する中学校連携型小学校及び第七十九条の九第二項

に規定する中学校併設型小学校を除く。）の各学年における各教科，道徳，外国語活動，総合的な学習

の時間及び特別活動のそれぞれの授業時数並びに各学年におけるこれらの総授業時数は，別表第一に

定める授業時数を標準とする。

第五十二条　小学校の教育課程については，この節に定めるもののほか，教育課程の基準として文部科学

大臣が別に公示する小学校学習指導要領によるものとする。

第五十二条の二　小学校（第七十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校を除く。）においては，

中学校における教育との一貫性に配慮した教育を施すため，当該小学校の設置者が当該中学校の設置

者との協議に基づき定めるところにより，教育課程を編成することができる。

２　前項の規定により教育課程を編成する小学校（以下「中学校連携型小学校」という。）は，第七十四

条の二第一項の規定により教育課程を編成する中学校と連携し，その教育課程を実施するものとする。

第五十二条の三　中学校連携型小学校の各学年における各教科，道徳，外国語活動，総合的な学習の時間

及び特別活動のそれぞれの授業時数並びに各学年におけるこれらの総授業時数は，別表第二の二に定

める授業時数を標準とする。

第五十二条の四　中学校連携型小学校の教育課程については，この章に定めるもののほか，教育課程の基

準の特例として文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

第五十三条　小学校においては，必要がある場合には，一部の各教科について，これらを合わせて授業を

行うことができる。

第五十四条　児童が心身の状況によつて履修することが困難な各教科は，その児童の心身の状況に適合

するように課さなければならない。

第五十五条　小学校の教育課程に関し，その改善に資する研究を行うため特に必要があり，かつ，児童の

教育上適切な配慮がなされていると文部科学大臣が認める場合においては，文部科学大臣が別に定め

るところにより，第五十条第一項，第五十一条（中学校連携型小学校にあつては第五十二条の三，第七

十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七

十九条の五第一項）又は第五十二条の規定によらないことができる。

第五十五条の二　文部科学大臣が，小学校において，当該小学校又は当該小学校が設置されている地域の

実態に照らし，より効果的な教育を実施するため，当該小学校又は当該地域の特色を生かした特別の教

育課程を編成して教育を実施する必要があり，かつ，当該特別の教育課程について，教育基本法（平成

十八年法律第百二十号）及び学校教育法第三十条第一項の規定等に照らして適切であり，児童の教育上

適切な配慮がなされているものとして文部科学大臣が定める基準を満たしていると認める場合におい

ては，文部科学大臣が別に定めるところにより，第五十条第一項，第五十一条（中学校連携型小学校に

昭和二十二年五月二十三日文部省令第十一号

一部改正：平成二十九年三月三十一日文部科学省令第二十四号
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あつては第五十二条の三，第七十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校にあつては第七十九

条の十二において準用する第七十九条の五第一項）又は第五十二条の規定の全部又は一部によらない

ことができる。

第五十六条　小学校において，学校生活への適応が困難であるため相当の期間小学校を欠席し引き続き

欠席すると認められる児童を対象として，その実態に配慮した特別の教育課程を編成して教育を実施

する必要があると文部科学大臣が認める場合においては，文部科学大臣が別に定めるところにより，第

五十条第一項，第五十一条（中学校連携型小学校にあつては第五十二条の三，第七十九条の九第二項に

規定する中学校併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項）

又は第五十二条の規定によらないことができる。

第五章　中学校

第七十二条　中学校の教育課程は，国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術・家庭及び外

国語の各教科（以下本章及び第七章中「各教科」という。），道徳，総合的な学習の時間並びに特別活動

によつて編成するものとする。

第七十三条　中学校（併設型中学校，第七十四条の二第二項に規定する小学校連携型中学校，第七十五条

第二項に規定する連携型中学校及び第七十九条の九第二項に規定する小学校併設型中学校を除く。）の

各学年における各教科，道徳，総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの授業時数並びに各学年に

おけるこれらの総授業時数は，別表第二に定める授業時数を標準とする。

第七十四条　中学校の教育課程については，この章に定めるもののほか，教育課程の基準として文部科学

大臣が別に公示する中学校学習指導要領によるものとする。

第七十四条の二　中学校（併設型中学校，第七十五条第二項に規定する連携型中学校及び第七十九条の九

第二項に規定する小学校併設型中学校を除く。）においては，小学校における教育との一貫性に配慮し

た教育を施すため，当該中学校の設置者が当該小学校の設置者との協議に基づき定めるところにより，

教育課程を編成することができる。

２　前項の規定により教育課程を編成する中学校（以下「小学校連携型中学校」という。）は，中学校連

携型小学校と連携し，その教育課程を実施するものとする。

第七十四条の三　小学校連携型中学校の各学年における各教科，道徳，総合的な学習の時間及び特別活動

のそれぞれの授業時数並びに各学年におけるこれらの総授業時数は，別表第二の三に定める授業時数

を標準とする。

第七十四条の四　小学校連携型中学校の教育課程については，この章に定めるもののほか，教育課程の基

準の特例として文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

第七十五条　中学校（併設型中学校，小学校連携型中学校及び第七十九条の九第二項に規定する小学校併

設型中学校を除く。）においては，高等学校における教育との一貫性に配慮した教育を施すため，当該

中学校の設置者が当該高等学校の設置者との協議に基づき定めるところにより，教育課程を編成する

ことができる。

２　前項の規定により教育課程を編成する中学校（以下「連携型中学校」という。）は，第八十七条第一

項の規定により教育課程を編成する高等学校と連携し，その教育課程を実施するものとする。

第七十六条　連携型中学校の各学年における各教科，道徳，総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれ

の授業時数並びに各学年におけるこれらの総授業時数は，別表第四に定める授業時数を標準とする。

第七十七条　連携型中学校の教育課程については，この章に定めるもののほか，教育課程の基準の特例と

して文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。
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第七十八条　校長は，中学校卒業後，高等学校，高等専門学校その他の学校に進学しようとする生徒のあ

る場合には，調査書その他必要な書類をその生徒の進学しようとする学校の校長に送付しなければな

らない。ただし，第九十条第三項（第百三十五条第五項において準用する場合を含む。）及び同条第四

項の規定に基づき，調査書を入学者の選抜のための資料としない場合は，調査書の送付を要しない。

第七十八条の二　部活動指導員は，中学校におけるスポーツ，文化，科学等に関する教育活動（中学校の

教育課程として行われるものを除く。）に係る技術的な指導に従事する。

第七十九条　第四十一条から第四十九条まで，第五十条第二項，第五十四条から第六十八条までの規定

は，中学校に準用する。この場合において，第四十二条中「五学級」とあるのは「二学級」と，第五十

五条から第五十六条の二まで及び第五十六条の四の規定中「第五十条第一項」とあるのは「第七十二

条」と，「第五十一条（中学校連携型小学校にあつては第五十二条の三，第七十九条の九第二項に規定

する中学校併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項）」とあ

るのは「第七十三条（併設型中学校にあつては第百十七条において準用する第百七条，小学校連携型中

学校にあつては第七十四条の三，連携型中学校にあつては第七十六条，第七十九条の九第二項に規定す

る小学校併設型中学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第二項）」と，「第

五十二条」とあるのは「第七十四条」と，第五十五条の二中「第三十条第一項」とあるのは「第四十六

条」と，第五十六条の三中「他の小学校，義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部」とある

のは「他の中学校，義務教育学校の後期課程，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部」と

読み替えるものとする。

第五章の二　義務教育学校並びに中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校

第一節　義務教育学校

第七十九条の二　義務教育学校の前期課程の設備，編制その他設置に関する事項については，小学校設置

基準の規定を準用する。

２　義務教育学校の後期課程の設備，編制その他設置に関する事項については，中学校設置基準の規定を

準用する。

第七十九条の三　義務教育学校の学級数は，十八学級以上二十七学級以下を標準とする。ただし，地域の

実態その他により特別の事情のあるときは，この限りでない。

第七十九条の四　義務教育学校の分校の学級数は，特別の事情のある場合を除き，八学級以下とし，前条

の学級数に算入しないものとする。

第七十九条の五　次条第一項において準用する第五十条第一項に規定する義務教育学校の前期課程の各

学年における各教科，道徳，外国語活動，総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの授業時数並び

に各学年におけるこれらの総授業時数は，別表第二の二に定める授業時数を標準とする。

２　次条第二項において準用する第七十二条に規定する義務教育学校の後期課程の各学年における各教

科，道徳，総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの授業時数並びに各学年におけるこれらの総授

業時数は，別表第二の三に定める授業時数を標準とする。

第七十九条の六　義務教育学校の前期課程の教育課程については，第五十条，第五十二条の規定に基づき

文部科学大臣が公示する小学校学習指導要領及び第五十五条から第五十六条の四までの規定を準用す

る。この場合において，第五十五条から第五十六条までの規定中「第五十条第一項，第五十一条（中学

校連携型小学校にあつては第五十二条の三，第七十九条の九第二項に規定する中学校併設型小学校に

あつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項）又は第五十二条」とあるのは「第

七十九条の五第一項又は第七十九条の六第一項において準用する第五十条第一項若しくは第五十二条
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の規定に基づき文部科学大臣が公示する小学校学習指導要領」と，第五十五条の二中「第三十条第一

項」とあるのは「第四十九条の六第一項」と，第五十六条の二及び第五十六条の四中「第五十条第一項，

第五十一条（中学校連携型小学校にあつては第五十二条の三，第七十九条の九第二項に規定する中学校

併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項）及び第五十二条」

とあるのは「第七十九条の五第一項並びに第七十九条の六第一項において準用する第五十条第一項及

び第五十二条の規定に基づき文部科学大臣が公示する小学校学習指導要領」と読み替えるものとする。

２　義務教育学校の後期課程の教育課程については，第五十条第二項，第五十五条から第五十六条の四ま

で及び第七十二条の規定並びに第七十四条の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習指導要

領の規定を準用する。この場合において，第五十五条から第五十六条までの規定中「第五十条第一項，

第五十一条（中学校連携型小学校にあつては第五十二条の三，第七十九条の九第二項に規定する中学校

併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項）又は第五十二条」

とあるのは「第七十九条の五第二項又は第七十九条の六第二項において準用する第七十二条若しくは

第七十四条の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習指導要領」と，第五十五条の二中「第三

十条第一項」とあるのは「第四十九条の六第二項」と，第五十六条の二及び第五十六条の四中「第五十

条第一項，第五十一条（中学校連携型小学校にあつては第五十二条の三，第七十九条の九第二項に規定

する中学校併設型小学校にあつては第七十九条の十二において準用する第七十九条の五第一項）及び

第五十二条」とあるのは「第七十九条の五第二項並びに第七十九条の六第二項において準用する第七十

二条及び第七十四条の規定に基づき文部科学大臣が公示する中学校学習指導要領」と，第五十六条の四

中「他の小学校，義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部」とあるのは「他の中学校，義務

教育学校の後期課程，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部」と読み替えるものとする。

第七十九条の七　義務教育学校の教育課程については，この章に定めるもののほか，教育課程の基準の特

例として文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

第七十九条の八　第四十三条から第四十九条まで，第五十三条，第五十四条，第五十七条から第七十一条

まで（第六十九条を除く。）及び第七十八条の規定は，義務教育学校に準用する。

２　第七十八条の二の規定は，義務教育学校の後期課程に準用する。

第二節　中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校

第七十九条の九　同一の設置者が設置する小学校（中学校連携型小学校を除く。）及び中学校（併設型中

学校，小学校連携型中学校及び連携型中学校を除く。）においては，義務教育学校に準じて，小学校に

おける教育と中学校における教育を一貫して施すことができる。

２　前項の規定により中学校における教育と一貫した教育を施す小学校（以下「中学校併設型小学校」と

いう。）及び同項の規定により小学校における教育と一貫した教育を施す中学校（以下「小学校併設型

中学校」という。）においては，小学校における教育と中学校における教育を一貫して施すためにふさ

わしい運営の仕組みを整えるものとする。

第七十九条の十　中学校併設型小学校の教育課程については，第四章に定めるもののほか，教育課程の基

準の特例として文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

２　小学校併設型中学校の教育課程については，第五章に定めるもののほか，教育課程の基準の特例とし

て文部科学大臣が別に定めるところによるものとする。

第七十九条の十一　中学校併設型小学校及び小学校併設型中学校においては，小学校における教育と中

学校における教育を一貫して施すため，設置者の定めるところにより，教育課程を編成するものとする。

第七十九条の十二　第七十九条の五第一項の規定は中学校併設型小学校に，同条第二項の規定は小学校

併設型中学校に準用する。
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第八章　特別支援教育

第百三十八条　小学校，中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程における特別支援学

級に係る教育課程については，特に必要がある場合は，第五十条第一項（第七十九条の六第一項におい

て準用する場合を含む。），第五十一条，第五十二条（第七十九条の六第一項において準用する場合を含

む。），第五十二条の三，第七十二条（第七十九条の六第二項及び第百八条第一項において準用する場合

を含む。），第七十三条，第七十四条（第七十九条の六第二項及び第百八条第一項において準用する場合

を含む。），第七十四条の三，第七十六条，第七十九条の五（第七十九条の十二において準用する場合を

含む。）及び第百七条（第百十七条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず，特別の教育課

程によることができる。

第百三十九条　前条の規定により特別の教育課程による特別支援学級においては，文部科学大臣の検定

を経た教科用図書を使用することが適当でない場合には，当該特別支援学級を置く学校の設置者の定

めるところにより，他の適切な教科用図書を使用することができる。

第百四十条　小学校，中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程において，次の各号のい

ずれかに該当する児童又は生徒（特別支援学級の児童及び生徒を除く。）のうち当該障害に応じた特別

の指導を行う必要があるものを教育する場合には，文部科学大臣が別に定めるところにより，第五十条

第一項（第七十九条の六第一項において準用する場合を含む。），第五十一条，第五十二条（第七十九条

の六第一項において準用する場合を含む。），第五十二条の三，第七十二条（第七十九条の六第二項及び

第百八条第一項において準用する場合を含む。），第七十三条，第七十四条（第七十九条の六第二項及び

第百八条第一項において準用する場合を含む。），第七十四条の三，第七十六条，第七十九条の五（第七

十九条の十二において準用する場合を含む。）及び第百七条（第百十七条において準用する場合を含

む。）の規定にかかわらず，特別の教育課程によることができる。

一　言語障害者

二　自閉症者

三　情緒障害者

四　弱視者

五　難聴者

六　学習障害者

七　注意欠陥多動性障害者

八　その他障害のある者で，この条の規定により特別の教育課程による教育を行うことが適当なもの

第百四十一条　前条の規定により特別の教育課程による場合においては，校長は，児童又は生徒が，当該

小学校，中学校，義務教育学校又は中等教育学校の設置者の定めるところにより他の小学校，中学校，

義務教育学校，中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部において受けた授

業を，当該小学校，中学校若しくは義務教育学校又は中等教育学校の前期課程において受けた当該特別

の教育課程に係る授業とみなすことができる。
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○平成三十年三月十六日　教育委員会決定

　学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令第十一号）第五十五条の二及び第七十九条並びに第

七十九条の七に定める規定に基づき，品川区立学校の教育課程の編成における基準「品川区小中一

貫教育要領」（平成二十二年四月二十八日教育委員会決定）の全部を次のように改正し，新たに「品

川区立学校教育要領」（平成三十年三月十六日教育委員会決定）として，平成三十二年四月一日か

ら施行する。ただし，第七学年以降の教育課程については，平成三十三年四月一日から施行する。

平成三十年四月一日から平成三十三年三月三十一日までの間における「品川区立学校教育要領」の

必要な特例については，別に定める。

　　平成三十年三月十六日

　　　　　品川区教育委員会教育長　中島　豊

品川区立学校教育要領
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　教育は，教育基本法第１条に定めるとおり，人格の完成を目指し，平和で民主的な国家及び社会

の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期すという目的のもと，同法第

２条に掲げる次の目標を達成するよう行われなければならない。

１　幅広い知識と教養を身に付け，真理を求める態度を養い，豊かな情操と道徳心を培うとともに，

健やかな身体を養うこと。

２　個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造性を培い，自主及び自律の精神を養うととも

に，職業及び生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度を養うこと。

３　正義と責任，男女の平等，自他の敬愛と協力を重んずるとともに，公共の精神に基づき，主体

的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこと。

４　生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。

５　伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，

国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。

　これからの学校には，こうした教育の目的及び目標の達成を目指しつつ，一人一人の児童・生徒

が，自分のよさや可能性を認識するとともに，あらゆる他者を価値のある存在として尊重し，多様

な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え，豊かな人生を切り拓き，持続可能な社会の創

り手となることができるようにすることが求められる。このために必要な教育の在り方を具体化す

るのが，各学校において教育の内容等を組織的かつ計画的に組み立てた教育課程である。

　教育課程を通して，これからの時代に求められる教育を実現していくためには，よりよい学校教

育を通してよりよい社会を創るという理念を学校と社会とが共有し，それぞれの学校において，必

要な学習内容をどのように学び，どのような資質・能力を身に付けられるようにするのかを教育課

程において明確にしながら，社会との連携及び協働によりその実現を図っていくという，社会に開

かれた教育課程の実現が重要となる。

　こうした理念を実質的に実現するためには，地域の特色に応じた教育を実施できるようにすると

ともに，義務教育９年間を一貫として捉える視点を欠かすことはできない。

　そこで，本区では，学習指導要領に則りながら，一貫した教育課程を編成するための基準となる

品川区立学校教育要領を定めるものとする。

　なお，本教育要領では，地域の特性やこれまで独自に行ってきた教育の方向性を踏まえ，次のこ

とを重点とする。

１　「知・徳・体」をバランスよく兼ね備えること。

２　困難に負けず生き抜く力をもつこと。

３　地域に愛着をもち，地域の一員として社会に貢献すること。

４　伝統と文化を尊重するとともに国際的な視野をもつこと。

　また，各学校がその特色を生かして創意工夫を重ね，長年にわたり積み重ねられてきた教育実践

や学術研究の蓄積を生かしながら，児童・生徒や地域の現状や課題を捉え，家庭や地域社会と協力

して教育要領を踏まえた教育活動の更なる充実を図っていくことも重要である。

　児童・生徒が学ぶことの意義を実感できる環境を整え，一人一人の資質・能力を伸ばせるように

していくことは，教職員をはじめとする学校関係者はもとより，家庭や地域の人々も含め，様々な

立場から児童・生徒や学校に関わる全ての大人に期待される役割である。幼児期の教育の基礎の上

に，高等学校以降の教育や生涯にわたる学習とのつながりを見通しながら，児童・生徒の学習の在
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り方を展望していくために広く活用されるものとなることを期待して，ここに品川区立学校教育要

領を定める。


